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（１） 背景と目的 

2020 年（令和 2 年）現在、本市では２０年以上経過した自転車駐

車場が 5割近くを占めており、老朽化が進行しています。 

また、10 年後の 2030 年（令和 12 年）には 20 年以上経過する

自転車駐車場が 8割近くになります。 

そこで、中長期的視点から計画的に保全を行い、自転車駐車場等の

機能を継続的に維持するため、維持管理計画を策定します。 

（２） 計画の期間 

計画の期間は、2021年度（令和３年度）から2030年度（令和 12

年度）の 10年間とします。 

中間年度である 2025 年度（令和７年度）を目途に見直すととも

に､総合管理計画等の上位･関連計画の改定にも適切に対応します｡ 

（３） 計画の対象 

本計画の対象は、立体自転車駐車場と自転車駐車場及び自転車保

管場に設置されている設備です。 

計画の対象 

対象 内容 

立体自転車駐車場  建物本体 （躯体、外装、内装）、管理棟※ 

自転車駐車場等の設備 外構、駐輪設備、照明設備、管理棟、監視カメラ 

※ 立体自転車駐車場内の管理棟は、立体自転車駐車場の建築物の一部とみなし、設備とし

て扱わない。 

 

 １ 自転車駐車場等維持管理計画とは  

１／２ 

（２） 立体自転車駐車場の老朽化及び劣化の状況 

立体自転車駐車場は、1990 年代に竣工した施設が多く、10 棟中 8 棟

が築20年以上を経過しており、これらの延床面積の割合は約70％です。 

2019年（令和元年）に実施した点検調

査の結果、立体自転車駐車場１０棟は、健

全度Ⅰが 1棟、健全度Ⅱが 9棟でした。 

 

 

（３） 自転車駐車場の課題 

課題①  計画的な維持管理による利用者の安全性の確保、自転車駐車場と

しての機能の維持 

       利用者の安全を確保し、自転車駐車場としての機能を維持してい

くために、壊れたら直す「事後保全」の管理から、立体自転車駐車場

及び自転車駐車場等の設備それぞれに適した更新周期を定め、計

画的に保全を行う「予防保全」の管理への転換が求められます。 

課題②  利用者ニーズ等を踏まえた適正規模の維持 

    本市は、2020年（令和 2年）頃をピークに人口が減少していくこ

とが予想されています。利用者の需要に見合った施設規模の検討

が必要になります。また、人口減少に加え、自転車駐車場の需要に

影響する様々な社会情勢を注視し、柔軟に対応していくことが重要

です。 

（２） 点検について 

今後、維持管理サイクルの一環として、立体自転車駐車場及び自転車駐

車場等の設備を対象に定期点検を行い、修繕等の対策を実施します。 

          
            図 自転車駐車場等の維持管理サイクル 

表 点検の実施概要 

対象 頻度（めやす） 点検概要 

立体自転車 

駐車場 

5年に 1回 建築物（躯体、外部、内部、屋根、外構）及び設備（電

気、給排水、換気設備）の劣化状況を点検し、健全度

が低い部位については適宜修繕等を行います。 

大規模改修実施前 

（築 30年目） 

改修工事を行うための詳細調査を行います。調査

結果に従って、工事の計画を立案します。 

自転車駐車

場等の設備 

年 2回 電磁ロック式ラック、ゲート等、機能が停止すると、

自転車駐車場として使用できなくなる設備は、問題

なく使用できるか点検し、必要に応じ修繕等を行い 

ます。 

（3） 目標使用年数と改修・更新周期 

ア 立体自転車駐車場 

立体自転車駐車場の目標使用年数は、60年を標準とします。 

供用から 30 年を目途に､機能向上を目的とした大規模改修を行いま

す。個別の改修工事を集約化し､道連れ工事の実施や施設利用者への影

響の低減を図り、コスト発生や利用者サービスの低下を最小限に抑えま

す。 

 

 

 

 

 

 

イ 自転車駐車場等の設備 

自転車駐車場等の設備は、これまでの使用実績や設備メーカーが推奨

する耐用年数を参考に定めた周期で更新します。 

⚫点検結果に基づく
実施の判断

⚫優先度付け

⚫修繕等の実施

⚫健全度の把握
⚫損傷発見
⚫修繕等の必要性の判断

定期点検

工事実施

点検結果
評価

維持管理
サイクル

⚫点検、工事実績の記録
⚫維持管理計画への反映

結果記録

表 健全度の調査結果 

健全度区分 該当数 

Ⅰ 健全 1棟 

Ⅱ 予防保全的段階 9棟 

Ⅲ 早期措置段階 — 

Ⅳ 緊急措置段階 — 

 

供用

建物の
機能・性能

３０年 60年

大規模改修
（機能向上）

更新

目標
使用年数

 2 自転車駐車場の現状と課題  

（１） 自転車駐車場の設置状況 

現在、本計画の対象となる自転車駐車場は 133 施設あり、約

55,000台を収容できます。 

現在の自転車駐車場は、1975年(昭和 50年)から整備され、２０

07年（平成 19年）から 2011年（平成 23年）の 5年間に、最も多

く整備されています。

 

図 現在の施設の竣工年別の推移 
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 ３ 維持管理の基本的な考え方 

（１）  維持管理の基本的な考え方 

ア 予防保全を基本とし、立体自転車駐車場は「長寿命化型」、自転車駐車場

等の設備は「計画更新型」の維持管理を実施します。 

立体自転車駐車場は、点検等で建物の状態を把握しながら、計画的に

改修を行い、長寿命化を図ります。 

自転車駐車場等の設備は、更新時期を定め、計画的に更新します。 

イ  改修・更新に優先度を設定し、保全コストの平準化を図ります。 

限られた予算では、改修・更新周期のとおり全てを実施することは困

難であることから、優先度の高い施設・設備から着手するなどして、保

全コストの平準化を図ります。 

ウ 適正規模への見直しを図ります。 

今後人口減少の傾向など、適正規模を維持するため、利用状況を考

慮しながら、自転車駐車場の廃止・縮小及び立体自転車駐車場の解体、

平置き化を検討します。 
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（１） 立体自転車駐車場の改修・更新の優先度 

立体自転車駐車場の改修・更新の優先度は、劣化状況と安全性に着

目し、設定します。 

ア 劣化の程度 

健全度の低い施設は劣化が進んでいるため、早期に改修・更新を行

う必要があり、優先度を高く設定します。 

   表 劣化の程度(評価点)の考え方   

       

イ 劣化を放置した場合の安全性への影響 

アで劣化の程度が同じ場合は、劣化の放置が利用者等の安全性に

及ぼす影響が大きい施設を優先的に取り組むこととします。 

改修・更新の時期が重なり、一時的に保全コストが突出する場合は、

優先度の高い施設から対策を行うこととします。 

表 立体自転車駐車場の優先度 

 劣化の程度 

健全度Ⅳ 健全度Ⅲ 健全度Ⅱ 健全度Ⅰ 

劣化を放置

した場合の

安全性への

影響 

安全性への影響が大

きい 
優先度 1 優先度３ 優先度５ 優先度７ 

安全性への影響が（相

対的に）大きくはない 
優先度２ 優先度４ 優先度６ 優先度８ 

（２） 自転車駐車場等の設備の更新の優先度 

自転車駐車場等の設備の更新優先度は、以下に示す「設備重要度」

に基づき、設備単位で設定します。 

改修・更新の時期が重なり、一時的に保全コストが突出する場合は、

設備重要度の高い設備から更新します。 

設備重要度が同じ場合は、継続使用年数が長い設備から優先的に

更新していくこととします。 

 ４ 対策の優先度の考え方  

（１） 保全コストの中長期見通し （30年間） 

従来の事後保全による管理のままだった場合、立体自転車駐車場の更新ま

での期間が短いため、今後１５年間内に更新が集中することとなります。 

一方、本計画に基づいて予防保全による管理を実施し、大規模改修などに

より長く健全な状態で使用することにより、更新時期を延期できるため、保全

コストを算出した 30年間は更新しなくて済むこととなります。 

事後保全による管理を行った場合、今後 30 年間の保全コストは年間平均

2.08 億円、一方、本計画の維持管理方針に基づき、予防保全による管理を

行った場合、年間平均 1.67億円になる見通しです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） コスト縮減効果 （30年間） 

予防保全による管理

を行った場合、今後 30

年間の総額で約12.5億

円、単年平均で約4千2

百万円、約 20％の縮減

効果が期待できます。 

 5 保全コストの中長期見通し及びコスト縮減効果  

（１） 保全コストの平準化 

改修や更新工事が集中している年は、対策の優先度を踏まえて実

施年の前倒しや延期により平準化を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

図 平準化後の 30年間の保全コストの見通し 

 

 

図 単年当たりの平均保全コストの推移 

 

表 単年当たりの平均保全コスト 
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※

 6 改修・更新工事の実施計画 

2／２ 

図 保全コストの単年平均額の比較 

図 今後 30年間の保全コストの中長期見通し 

（事後保全） 

（予防保全） ・目標使用年数：60年 

・5年ごとに定期点検 

・30年目に大規模改修工事実施 

・目標使用年数：31年 

・定期点検なし 

・大規模改修工事なし 

表 自転車駐車場等の設備の更新の優先度 

設備重要度 考え方 主な該当設備 優先度 

 設備 

重要度 1 

設備の機能が停止することで、 

自転車駐車場の使用ができなく

なる設備 

電磁ロック式ラック、精算機、バ

イクロック、ゲート、サイクルコン

ベア 等 

 

設備 

重要度 2 

設備の機能が停止しても、自転車

駐車場の使用はできるが、利便

性が低下する設備 

平置きラック、スウィングラック、

スライドラック、2段ラック、照明

柱、引込柱、監視カメラ 等 

 設備 

重要度 3 

設備の機能が停止しても、自転車

駐車場の使用はでき、利用者に

影響を及ぼす可能性が低い設備 

ネットフェンス、目隠しフェンス、

転倒防止柵、利用者案内看板 等 
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※立体自転車駐車場の更新は、2051年以降に計画されているため、図中のコスト算出期間にはコストが生じていない。 


